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はじめに

本報告書は、日本広報学会の緊急指定研究フ。ロジェクト「東日本大震災における企業のクライ

シス対応Jである。学会会員有志26人で、研究を行った成果をまとめている。

緊急時における企業の情報行動は、広報学の重要な研究テーマで、あり、危機管理分野におけ

るリスクマネジメントやクライ、ンスマネジメントは実務面で、も大きな課題となっている。自然災害も危

機管理項目の一つで、あり、東日本大震災では地震・津波・原発事故とし、うトリフ。ル発生のため、従

来の危機管理マニュアルを超えた災害事例となった。当時の被災地域は広範囲に渡って停電とな

り、テレビ、やノ号ソコンなどの情報機器が全くイ吏えなかったし、震源地から離れた首都圏でも交通機

関が全面ストッフ。し、数時間にわたって電話やメーノレがつながらなかった。震災後も数週間、交通

網が壊滅的な被害を受けてインフラが遮断され、ガソリンや紙パルプも不足して燃料や物資不足

により飲食物の出荷が滞るなど、さまざまな二次被害が発生している。こうしたd情報環境の下で、緊

急時の情報発信の方法やリスクマネジメントの想定範囲など、多くの広報課題が問われたといえ

る。

本フ。ロジェクトは、こうした緊急時に企業はど、のような対応をしたのか、組織内外へのコーポレー

ト・コミュニケーションはど、のように機能したのかを調査したもので、ある。震災に関する企業意識の定

量調査は複数の機関で行われているので、本研究では質的調査に徹した。そこで、まず 2011年

度は企業への聴き取りを行い、翌年はその事例をもとに会員で、テーイスカッ、ンョンして事例研究を行

った。骨格となる質問事項は以下の 10項目である。

[質問事項]

1. 支社・工場・庖舗などの被災状況。被害・安否確認はど、のように行ったのか。

2. 震災時にトップ。はどこにいたか。最初の対応は何をしたか。

3. トッフ。の社員への最初のメッセージは何か。情報発信ツーノレは何か。

4. 緊急対策本部はいつから、どんなメンバーで、いつまで、どんな課題で活動をしたか。

5. 震災直後、従業員へのイントラネット等による情報の受発信をどのように行ったのか。

6. 防災マニュアルは役に立ったか。想定外だった点は何か。

7. 社外取引先への情報発信はど、のように行ったか。

8. 企業としてど‘のような被災地支援を行ったか。

9. ニュースリリース、取材、報道など、マスメデ、イア対応はどのように行ったか。

10.最も苦労した点、反省点や課題は何か。

上記の質問項目は列挙してヒヤリングする前に提出したが、実際には各項目に限定されずに大

きく発展し、それぞれの業態ならで‘はの緊急対応がどのようなものだ、ったかとしづ話を聞くことがで

きた。学会会員の紹介があった企業だけを訪問したので、一通りのヒヤリングが終了した後の質疑

応答にも丁寧に応えていただき、結果として合計2""3時間もの問、当時のクライシス対応がどのよ
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うに行われたかをヒヤリングすることができた。

ヒヤリングの内容は、本報告書第2部の「企業クライシスの個別事例研究」の通りである。最終報

告書として刊行するに際しては、簡潔にせざるをえなかったが、実際のヒヤリングでは現場の混乱

や対応の試行錯誤についても言及され、たくさんの参考資料もいただいて、震災事例を分析研究

する上で大変参考になった。

なお、本報告書では第1部を「事例研究による企業のクライシス対応分析<概略報告>Jとして、

ヒヤリング終了後に約1年聞かけて会員で、デ、イスカッションした事例分析の概略を報告している。テ

ーマご、とに分担を決めて各事例を横断的に共通項を抽出したり各企業のニュースリリースを全て

ダウンロードして分析したり、各担当者のレジュメをもとにして毎回2時間以上もディスカッションを

重ねた概要を掲載している。

また、今回の震災で、は福島第一原発の事故対応の不備で、世論の不安が高まったこともあり、第

3部で特殊なケースとして東電の広報対応についての分析を加えている。

最後になったが、本研究会のために、貴重な時間を割いて話をしていただいた企業の方々、そ

して講師紹介や執筆をしていただいた研究会会員の方々に、この場を借りて、深く感謝申し上げた

い。毎回、研究会終了後は懇親会を行い、さらに議論を深める場としているが、本研究会では企業

クライシス対応について講師をしていただいた企業の方にも何度か同席していただき、さらに追加

したオフレコ話を伺う機会を得た。本当にたくさんの体験談を聞かせていただき、大量の参考資料

をいただいた。紙幅の関係もあって全てを収録で、きなかったことが残念なくらいで、ある。これも日本

広報学会という組織に支えられた研究活動のおかげで、ある。改めて謝意を表したい。この報告書

が広報学研究の発展の一翼をわずかでも担えれば光栄である。

大震災から2年半がたち、首都圏では震災前と同じ日常が戻っているが、今もなお 30万人以上

の人々が自宅を離れて不便な生活を強し、られている。本研究では経営学的な視点で「企業のクラ

イシス対応Jに焦点を当てたので、社会学的な視点で、の被災地分析は行っていないが、会員一同、

被災地域の一日も早い復興を心から祈っていることを最後に記しておきたい。

日本広報学会・緊急研究フ。ロジェクト

「東日本大震災における企業のクライシス対応」研究会

主査・駒橋恵子(東京経済大学)
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第1部事例研究による企業のクライシス対応分析<概略報告>

第1部では、この研究フ。ロジェクトの目的と研究方法、そして企業ヒヤリングから得られた企業の

クライシス対応についての研究分析の概略を記す。研究の順序からしてと、震災時の企業の危機

対応についての各事例のヒヤリング、を行ったのが研究1年目で、横断的な分析によるデ、イスカッショ

ンを行ったのが2年目であるが、第一部で横断的な分析結果の概略をまとめて記載することで、本

報告書のサマリーとする。詳細は第2部と第3部に委ねる。

く研究の目的〉

本報告書は、 2011年4月から2013年3月まで、日本広報学会の緊急指定研究フ。ロジェクト「東

日本大震災における企業のクライシス対応Jとして、学会会員有志で、研究を行った記録で、ある。緊

急時における企業の情報行動は広報学の重要な研究テーマで‘あり、 特に東日本大震災は地震・

津波・原発事故としづトリプノレ発生のために従来のリスク管理マニュアルを超えた事P象が発生し、緊

急時の情報発信の方法やリスクマネジメントの想定範囲など多くの広報課題が問われた。本プロジ

ェク卜で、は、こうした緊急時に企業はどのような対応をしたのか、組織内外へのコーポレ←ト・コミュ

ニケーションはどのように機能したのかを調査したもので、ある。震災に関する企業意識の定量調査

は複数の機関で行われているので、本研究では質的調査に徹して、震災時の企業のコミュニケー

ション行動を詳細に聞き取ることにした。一般的に広報理論では、危機管理の対応の是非や平時

のリスク管理の重要性が強調されているが、実際のクライシス発生時の企業の広報対応について

調査することで、平時からの広報マインド、や組織コミュニケーションの重要性を検証することが目的

である。

く研究プロセス〉

初年度は企業ヒヤリングを中心に事例を集め、 2年目に各事例の横断的な分析を加えた。ヒヤリ

ング対象企業と調査日程は、ベネッセコーポレーション(2011年 6月 15日)、富士通(2011年 7

月 5日)、ヤマトグループ。(2011年 7月 21日)、東レ(2012年 8月 26日)、アサヒビール(2011

年11月22日)、日本電信電話株式会社(2011年12月8日)、パナソニック(2012年1月19日)、

味の素(2012年 2月 3日)、日本テトラパック(2012年 3月 13日)、キッコーマン(2012年 5月

22日)、である。いずれも会員の紹介があった企業で、あり、 1回のヒヤリングに2'"'-"4時間かけて対

応していただいた。改めて感謝の意を表したい。2年目の最後には、東京電力の初期の広報対応

の課題についても議論を重ねた。

くヒヤリング項目〉

研究フ。ロジェクトのヒヤリング、は、最初は研究会会員の企業事例から行い、どのような項目を聴取

すべきかを取捨選択してリストアップ。した。震災から数カ月経過してくると当時の記憶が暖昧になる
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ため、事前に質問項目を渡して調べておいてもらい、その項目に沿って記録と記憶をもとに震災時

の状況について詳しい話を聞く、という方法をとった。業界や企業によって被害状況が異なるため、

質問項目の回答よりも、個別の状況説明やランダムな質疑応答などにかなりの時間を害IJし、たが、

研究プロジェクトとして報告書ベースでの分析をする以上、共通のフ。ラットフォームが必要と考えた。

質問事項は以下の 10項目である。

[質問事項]

1. 支社・工場・庖舗などの被災状況。被害・安否確認はどのように行ったのか。

2. 震災時にトッフ。はどこにいたか。最初の対応は何をしたか。

3. トッフ。の社員への最初のメッセージは何か。情報発信ツールは何か。

4. 緊急対策本部はいつから、どんなメンバーで¥し1つまで、どんな課題で活動をしたか。

6. 震災直後、従業員へのイントラネット等による情報の受発信をどのように行ったのか。

6. 防災マニュアルは役に立ったか。想定外だ、った点は何か。

7. 社外取引先への情報発信はどのように行ったか。

8. 企業としてどのような被災地支援を行ったか。

9. ニュースリリース、取材、報道など、マスメデ、イア対応はどのように行ったか。

10.最も苦労した点、反省点や課題は何か。

く分析結果〉

背景:当時の状況

東日本大震災では2万人近い人々が死亡・行方不明となり、内閣府の防災白書(2012年 6月)

によれば、企業の3割以上が電気や資材供給が止まったことで、業務停止に追い込まれたという。こ

れまでの阪神淡路大震災や新潟中越沖地震とは異なり、①地震・津波・原発事故という複合被害

で、あったこと、②東日本太平洋沿岸のほぼ全域にわたる広範囲の被災だ、ったこと、③福島第一原

発の建屋爆発で放射能漏れが懸念される上、計画停電の実施やガソリン等の燃料不足で物資輸

送が困難になるなど、一過性の地震だけでなく長期的な二次被害が発生したこと、④政府発表が

二転三転して情報が混乱したこと、などの特徴がある。

首都圏でも震災当日は全ての電車が止まり、道路は大渋滞を起こした。従業員の多くが遠距離

通勤者であるため帰宅できず、千人単位で各会社に宿泊している。その後数日問、]R東北本線・

常磐線等が運休、高速道路は通行止め、仙台空港は浸水、港湾は閉鎖という中で、救援物資の

調達・配送は大変困難だ、った。しカも原発事故による被害が発生し、行政機関の不適切な情報開

示が不安・憶測を増大し、多数の外国人経営者が帰国し、食品の放射線汚染の問題や、諸外国

からの日本製品取引拒否などの風評被害をもたらした。

さらに、自社拠点の被害は免れても、東北・北関東は多数の自動車部品・電子部品・半導体工

場が点在する地域であり、サフ。ライチェーンへの影響は大きかった。平時のジャストインタイム方式

は部品の在庫を極小化することで、回転させているから、部品工場の被災や交通網の遮断で部品

4 



供給が滞れば生産不能・販売不能に陥る。3月の鉱工業生産指数は企15.3%と大幅にマイナスに

なっている。

1.自社の被害状況の把握

く要約〉

震災直後は前述の状況が判然とせず、混乱の中で断片的な情報をかき集めながら、まずは自

社被害の把握と従業員の安否確認が行われた。まず「社内広聴jが必要なのは広報の基本である。

しかし当日は深夜まで固定電話も携帯電話も十分には通じず、被災地は停電で、パソコンも使えな

い。安全保障会社の専用回線も万全ではなく、自宅訪問等の人海戦術が最後の砦だ、ったとし、う。

多数の企業で、工場や事業所の被災があった。事業拠点の外見上は目立った損害がなくても、

物流センターや倉庫の内部で荷崩れが起きた企業も多い。物流センターや自動倉庫の床面や出

荷口に商品が散乱すると、クレーンやコンベアーが動かず復旧まで、出荷で、きず、工場の生産ライン

は被害を免れても製品製造ができない。また自社拠点の被害は免れても、東北・北関東は多数の

自動車部品・電子部品・半導体工場が点在する地域であり、サフ。ライチェーンへの影響は大きく、

部品会社が被災したので製造ラインが確保できず、特殊装置を海外から緊急調達して対応した企

業もある。新製品の発売中止・発売延期も相次いだし、計画停電の対象地域となった企業は、社

員の出退勤や工場の稼働をどうするかに頭を悩ませた。

く個別事例>

幸いにして、今回ヒヤリングした会社は支社や工場に専用社内回線が引かれていて比較的迅速

に被害確認ができており、 パナソニック、アサヒビール、富士通、東レなどは、当日中に現時点での

被害状況を把握・発表している。しかし人的被害については、例えばアサヒグルーフ。ホールデ、イン

グスでは、当日中にほぼ全社員の安否確認ができたものの、休暇中の社員も含めて最後の1人ま

で判明するには1週間を要したとしづ。パナソニックも同様で、グループ全社員の生存が確認でき

たのは 3月 22日だった。ヤマトグループでは 3月 11日20時時点で1万人の安否が不明で、 15

日18時にようやく 9700人までの生存を確認したが、最終的に5人の従業員が亡くなっている。安

否確認、の方法として特徴的だ、ったのはベネッセホーノレデ、インク、、スで¥i震災対策カード」を社員が

常時携帯していて、安否確認サービスの利用方法や状況報告の方法が明示されているほか、小

単位のグループ。セク、ンョンご、との緊急連絡網が決められており、外部の安否確認メーノレと併用する

ことで迅速に情報を集約できたとし、う。

また多数の企業で、工場や事業所の被災があった。東レでは関係会社8社 10工場が被災、アサ

ヒヒoーノレで、は2工場が被災、パナソニックで、は関係会社を含めて6拠点が被災している。味の素で

は4拠点が被災しており、倉庫管理や物流配送は全自動の完全無人化システムで稼働しているの

で、川崎物流センターの機能損壊に気づいたのは翌月曜日 (14 日)だったとし、う。外見上は目立

った損害はなかったものの、内部で、荷崩れが起こって自動倉庫の床面に落下した商品が散乱して

クレーンのレーノレを埋め尽くし、スフ。リンクラー配管の折損で、ラック内の商品が水に濡れるなどの被

害が発生していたが、全自動の完全無人化で稼働しているので発見が遅れたのである。東レでも、
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部品供給を担う二次三次サプライヤーは約 400軒あり、全ての被災状況を洗い出すのは大変だっ

Tこヒいう。

このように、工場の生産ラインは被害を免れたのに製品製造ができない、または製品製造のライ

ンを確保するのに苦労した、とし、うケースもあったのが今回の震災の特徴とし、える。東レでは、前述

のように関係会社8社10工場が被災したほか、自社工場2カ所(土浦工場と千葉工場)も給水停止

したため稼働休止した。アサヒビーノレで、も、福島工場は製造設備には損傷がないのに、全てのイン

フラが停止していたため、 10月まで製造を停止している。茨城工場でも物流倉庫棟が損害を受け、

生産ラインには問題がなかったのに5月まで、出荷がで、きなくなった。神奈川工場や富士山工場でも

被災はなかったが計画停電の対象となった。発売延期した商品は6種類、発売中止した商品も2

種類ある。ベネッセで、もメイン事業の通信教育で、紙やインクの調達が不安定で教材の必着日に

届けられるかが懸念されたうえ、東京本部が計画停電の対象地域となり、社員の出勤や工場の稼

働をどうするかに頭を悩ませたとしづ。

なお、被災地の状況を正確に把握するため、 パナソニックは震災直後に広報担当課長を山形

へ派遣している。ヤマトグループは宮城県出身の広報担当者を実家に帰し、 2週間は現地で対応

させている。

2.取材・報道などマスメディアへの対応

く要約〉

各企業はいずれも地震直後から広報担当者が積極的な情報発信を行い、たとえ被害がなくても

当日中に「現時点で人的被害の報告なしJなどのリリースを出している。記者向けに1日3回の情報

発信を行うなど、緊急広報体制が続いた(ただし残念ながら、速報ベースの途中経過報告リリース

は、 webサイトのアーカイブから削除されているものが多く、研究会2年目のリリース分析では、大

量のアーカイブPリリースを読み解こうとしたが、ヒヤリングで聞いたタイミングでのリリースの大半は削

除されていた。経過報告リリースは記録としては誤解を生むための措置であろう)。

阪神淡路大震災の頃はインターネットが普及しておらず、企業の情報発信は記者クラブへのリリ

ース配達とメディアでの報道が中心だ、ったが、東日本大震災では webサイトで、広くステークホルダ

ーへ直接的にリリースで公式な中間報告を配信することができたのは大きな特徴である。

また、メディアを通して被害状況を伝えることで、製品流通やサービス提供に不具合が生じてい

ることについて顧客・消費者の理解を得ることができたが、あまり被災現場の一部の惨状を露出し

すぎ、ると市場不安をa煽ってしまう、としづ問題もある。一方、たとえ被害が軽微で、あっても、多数の

方々が死亡・行方不明となっているのに、自社だけが「大丈夫」とアピーノレするのは不謹慎だと思

われないかとしづ懸念もあり、情報の出し方には注意が必要だ、った。

く個別事例>

どの企業も対外的な情報発信窓口は広報担当者が担っている。日本電信電話(持株会社)では

自社内に記者クラブFがあるため、「地震直後から記者が広報室へと階段を上がってきたJ ~v 、い、地

震直後から丸2日問、会社に泊まり込みで記者対応に追われた。当時は通信回線の復旧が強く求
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められていたため、グループ企業のNTT東日本は5月6日までに 71報、 NTTドコモは4月 28

日までに 43報のリリースを出して経過報告をしている。

富士通、アサヒビーノレ、パナソニック、東レなどは当日中に被害状況を発表している。リリース配

信だけでなく記者クラブや担当記者への個別メールやファックスを活用し、毎日 2"-'3度の経過報

告を行っていた。例えば富士通は、 11日午後 6時に「従業員の人的被害は報告なしjというリリー

スを出し、担当記者約20人に個別連絡を逐次行っている。当日、対策本部は本社の24階で情報

収集を中心に担当し、広報部は本社6階で、マスコミや官庁など社外対応をすることにして、 30分ご

とに階段を昇降して情報をアッフ。デートしたとし、う。

アサヒビーノレは、 11日午後 6時 6分に被害状況を個別に記者クラブや担当記者にファクス、メ

ールした。被害状況を含めて積極的に情報開示するとしづ方針を決めて、 12日から1日3回の定

例発信を行っている。特に福島工場の被災はマスメディアからの注目度が高かったため、5月9日

には社長会見を行っている。

NTTク、、ルーフ。も被害現場を取材してもらって記者の理解を得ている。当初、 「電話がつながらな

し、」とし、う記者の追及に対しても、通信網が遮断された悲惨な被害の現場を見せると納得してもら

えたとし、う。3月 30日と4月 27日には復旧状況と今後の見通しについて、日本電信電話(持株会

社)・NTT東日本・NTTド、コモの3社社長による合同記者会見を行っている。

一方、一部の被災工場の生産ラインの映像を見せては消費者が動揺するのではないか、と社会

的影響を懸念して露出を控えた企業も多かった。例えば味の素では、震災初期の頃、メディアから

「被害状況がいかにひどし、かをニュースとして伝えたい」としづ取材依頼が多く、損壊した工場や倉

庫を撮影しようとカメラクルーが取材許可なく現地へ行くこともあったとしづ。しかし、ただでさえスー

パーやコンビ、ニの食品棚が空になっている様子が映しだされて消費者の買いだめが加速し、ます

ます食品等の商品が不足しているのが当時の首都圏の状況である。個人宅の損壊映像は毎日の

ようにテレビで映し出されていたが、企業工場の損壊は消費者への製品供給に直接的な影響があ

る。味の素で、は食品会社の倉庫が壊れた映像が映し出されたらパニックが起きるので、はないか、と

し、う社会的影響を考えて露出を控えた。広報は常に真実を話すのが原則だが、非常時には何でも

見せればいいとし1うものではなく判断が必要だ、とし、うのは緊急時の広報姿勢として重い発言であ

る。その後、研究会での事例分析の過程で論議する中で、他の消費財企業でも同じ発想で取材

対応していたことがわかった。

また、正確な情報開示は行うが、一部の悲惨な生産ラインの状況を見せることで消費者が動揺

するのではないか、と懸念した企業もある。また、工場等に被害がなかった企業で、も、多数の死者・

行方不明者が出ている中で「自社の設備と従業員は無事」を強調しすぎると、これも道義的な問題

であると考えてリリースを控えたとしづ話も複数の企業で聞いた。この辺りは日本の企業らしい情報

行動といえよう。

印象的だ、ったのは、事業活動を続けて製品・サービスを供給することそのものが企業の社会的

責任であり、震災を乗り越えて企業活動を続ける努力がメディア露出につながるとし、うことだ。

例えば、富士通で、は福島工場が一時休止して島根工場へ生産移転することになったが、110日
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間で工場を移すJとしづ事実には『日経ビジネスJ](2011年 5月 16日号)を始め、多数のメデ、イアが

注目した。 4月に福島工場を再開する際には、再開前の 4月 14日に見学会を実施し、新聞、テレ

ビ、雑誌で取り上げられて、 iBCPの富士通」の認知に貢献している。広告も「生産復旧」でいち早

く解禁した。

アサヒビールの福島工場も被災したが、 9月に工場再開の記者会見を福島県庁で、行って、 地元

メディアの露出と地域住民の理解を深めた。

日本テトラパックで、も、 同業者の工場被災で紙容器の注文が殺到したため、海外工場まで動員

して 40%増の注文に応じ、それがメデ、イア取材の対象になった。当時、首都圏庖頭の飲料が欠乏

して「一人一本限りjの限定品すら売り切れ続出だ、ったのは、ベットボトルのキャッフ。や紙容器の生

産供給が不足したからといわれており、飲料不足に対応するための採算度外視の緊急措置である。

広報担当役員が乳容器・機器協会の副会長を務めるなど、業界の連携があってこその対応だとし、

うことを実感した。

そのほかヤマトクツレープについても、宅急便配送車が津波で、何もなくなった瓦礁の中を走るとこ

ろが『朝日新聞J](3月 24日付)に掲載されて多くの人を力づけたが、これも広報で意図したもので

はなく、日常業務を復旧したところをメデ、イアが取材したもので、ある。 そしてこの1枚の写真は社員を

勇気づけ、外部のたくさんの人から声をかけてもらったり、後述するように社内報等に転載したりす

ることで、さらに社員のモチベーションをアップ9させた。広報のコミュニケーション力を感じさせるエ

ピソードである。

3.緊急対策本部などのインナーコミュニケーションとトップの対応

く要約〉

緊急時の広報対応にはトッフ。のリーダーシップ。が試される。安否確認や被災状況の確認の指示、

各社の対応方針の明示と具体策の決定、社員の不安解消と鼓舞、社員への協力要請など、さまざ

まな緊急対応策の旗振りが求められる。今回の震災でも、ほとんどの企業で緊急対策本部が 11日

中に立ち上がっており、その本部長は社長である企業が多く、緊急対策の総指揮をとっていた。共

同PRの調査(2011年 4月、 有効回答数 329社)によれば、緊急対策本部を地震発生後2時間以

内に設置した企業は 43.3%で、発生日の夕方(14.7%)、発生日中(9.5%)を合わせると、 70%近

くの企業が当日中に対策本部を立ち上げている。本調査でヒヤリングした企業も当日中に対策本

部を立ち上げていた。

社長メッセージを発信する手段としてはイントラネットが大きな役割を担っており、迅速性・双方

向性としづメディア特性が活用されたとし、える。また、全国の従業員や海外の現地法人からの問い

合わせに対応するため、イントラネットや eメールを活用した情報発信も併用されている。そして広

報担当者が中心となって、数週間後には社内報が、半年後にはCSRレポートが編集され、震災時

の対応についての情報を詳細な写真入りで掲載し、クライシス対応で自社は何をしたのか、どの従

業員がどんな努力をしたのか、とし、う情報を共有しているのが印象的だった。

8 



く個別事例〉

どの企業も迅速に緊急対策本部を立ち上げている。ヤマトグループでは震災発生時、大会議室

で、春闘の労使団交中だった。即座にその場が緊急対策本部になり、本部長が社長、副本部長が

組合委員長としづ体制で稼働を始めたとし、う。富士通社長はオーストラリアに出張中だったが、13

日には緊急帰国している。東レでは 3月 17日に社長が浦安第二工場を視察している。

緊急対策本部は各部門の部長クラスを中心に 20"'30名規模で、社員の安全確保、被災状況

の確認、商品供給の確保、品質の維持、被災地支援策の決定、計画停電の対策、節電対策、と各

段階の重要テーマを共有している。例えば富士通では、各部局が中央対策会議に情報を持ち寄

って、「では、マスコミに~としづ発表をしますJと確認しながらプレス発表していった。最初の約1カ

月は毎日開催され、徐々に週一回になり、メンバーも削減されて解散、とし、う経過をたど、っている。

アサヒビールの場合、当日から 4月 22日まで毎日、震災連絡会議を聞き、その後は 5月 30日ま

で週 1回開催している。日本テトラパックで、も、 3月 14日から2週間、毎朝 日時に会議を行い、そ

の後は毎週月曜日に継続的に行っている。

社長メッセージをイントラネットで、社員向けに発信した企業も多く、前述の共同PRの調査では、

54.4%の企業がイントラネットで、トッフ。メッセージを配信している。研究会でヒヤリングした企業の中

でも、パナソニック(12日)、ベネッセ(13日、 22日には東京本部で館内放送も)、味の素(14日)、

ヤマトク守ルーフ。(25 日)などがある。その後も震災状況の進展に応じて社長メッセージが複数回に

わたって発信されている。

また、味の素で、は海外のグループ。企業へ社長メッセージを頻繁に更新している点が印象的だ、っ

た。平常時もiCEOHeadlineJを定期的に配信しているので、そのiExtraEdition (特別号)Jが

3月 14日にeメールで、全世界へ発信され、その後、 3月 23日から 31日までに6通のiJapan 

Quakes Summary (日本の地震の概況)J (ニュース源はウェーパーシャンドワィック社)が海外法

人の広報担当へ発信されている。原文を見せていただいたが、地震の被害、津波、福島原発の状

況と放射能について、詳細かっ簡潔なA4で1枚のサマリーである。日本の企業とし、うことで現地法

人の社員が取引先から「日本はどうなっているのか」と聞かれた際に、正確な事実を伝えることが目

的である。放射線への不安などがクローズアップ。されていただけに、製品の品質保証の方針を迅

速に伝えることが重要だ、ったことがわかる。

今回のインナーコミュニケーションの最大の特徴は、社員同土の情報共有のためにイントラネット

の迅速性・双方向性がフルに活用されていたことである。例えば富士通では11日深夜に中央対策

本部メッセージを発信したほか、イントラ災害対策情報欄に「中央対策本部トヒ。ツクス」と災害関連

情報を掲載して頻繁にアップ。デートしている。東レでは、業界動向や夏時間の適用の可否、工場

の稼働計画の見直し、電力制限への対応などの情報を発信するほか、震災によって得られた反

省・教訓や、今後の地震対策やBCPの改善方法など、将来の地震による被害を極小化するため

の社内アンケートを実施している。パナソニックでも 11日から連日、被災状況や復旧状況、節電要

請、支援内容などを発信し、 16日にはイントラネット上の専用コーナーを開設して、通達、社内広

報、リリース、各事業の震災関連情報を一覧できるようにしている。ベネッセホーノレデ、イングスで、もイ
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ントラネットのトッフ。ページにパナーを貼り、 3月18日から4月4日まで不安・不満の目安箱を設置

している。そのほか多くの企業で、イントラネット上に専用サイトを開設し、被災状況や震災対応に関

する情報やプレスリリースを掲載していた。社員同士で意見や提案を書き込めるようにしたり、社員

ボランティアの支援活動の状況報告を書き込んだりする仕組みを構築した企業もある。

なお、 4月以降は社内報が震災特集を組み、かなりのページを害IJt;、て被災地の事業や支援活

動の報告を特集記事にしている。どの部署の誰が復旧のためにどんな努力をしたか、被災地支援

のために現地でどんな活動をしたかなど、写真が盛り込まれた記事を読んでいると胸が熱くなる。

イントラネットが断片的な速報を出し、印刷された社内報が網羅的な全社情報を整理する、としづイ

ンナーコミュニケーションのメテ、イア特性は、クライシス対応にも発揮されていた。また、 2011年秋

に刊行されたCSRレポートでは被災・復旧・復興状況の網羅的な報告や被災支援活動について、

多くの特集記事が組まれており、ステークホルダー全般に向けて自社の取り組みを伝えていた。

4.防災マニュアル・BCP(事業継続計画〉について

く要約〉

阪神淡路大震災後、防災マニュアノレは大幅に見直されたといわれる。しかし現実に今回の震災

で、従来のマニュアルは十分に機能しなかった。例えば七十七銀行(本庖・仙台市)女川|支庖では、

地震直後の大津波警報を知り、災害用マニュアノレに従って二階建て支屈の屋上への避難を指示

したが、津波は屋上へ達して全員が流されて 12人が犠牲になり、 1年半後に行員の遺族が「安全

配慮義務を怠ったjと同行を提訴している。防災マニュアルの想定を超えた津波が来たことを如実

に示す悲しい事例とし、えよう。

今回の危機管理にはBCPにおいて、従来の生産管理だ、けで、なくコミュニケーション対応が重要

視されているのが特徴である。通常、生産や流通などの現業部門についてはBCP(事業継続計画)

を策定していても、意思決定の方法や全社的な情報共有など、のコミュニケーション部門については

事前の危機管理が十分ではない企業が多い。しかし、今回のヒヤリングでは、 BCPにコミュニケー

ション領域が組み込まれていたかどうかがクライシス対応の明暗を分けたのではなし、かと感じられ

た。広報対応が単なる一時的な記者発表対応だけでなく、社内情報の一元管理と社員の情報共

有の中継機能を持つこと、社会的責任や流通現場での影響に配慮したa情報開示が必要であること、

とし、うことが再認識されたといえよう。

く個別事例〉

今回、ヒヤリングした企業の中で、富士通や東レは「ほぼBCP通りに対応できた」と冷静だ、った。

B2B業務が中心の企業は取引先の理解が得られるためかもしれない。しかし多くの企業では「マ

ニュアノレQ&AIこない問い合わせが殺到した(3月 17日に新マニュアルを作成)J (ヤマトグループ)

など、当日の混乱状況が伺える。想定外だ、った点として各社が声を揃えたのは、今回の震災が複

合被害(地震・津波・原発事故)だ、ったことで、地震の防災マニュアル品、うものは主に地震とある

程度の津波を想定して作られており、原発事故による放射能の問題が想定されていなかった。また、

放射能による被災地の立ち入りの可否や、首都圏の計画停電の有無が前夜と当日朝で二転三転
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することなど、を判断することが困難で対応に苦慮した、とし、う声が多かった。

そうはいっても、今回のヒヤリングに応じていただいた企業は事前の対応策が十分で、被害が甚

大で、製造拠点の移転を行った工場で、も、大半は遅くとも数カ月後には通常業務に戻っている。リス

クマネジメントとしてのBCPは企業経営の根幹に係わる重大事とし、えるだろう。また、被災地との通

信手段が途絶えがちの中で、 Twitterなどの SNSが有効に機能したことから、SNSを活用してマ

ニュアノレの見直しをしたいという声もあった。

ちなみに帝国データバンクの調査によれば、東日本大震災までに BCPを策定していた企業は

7.8%(大企業は 21.5%)にすぎない。また東京商工リサーチの調査によれば、大企業の製造業で

IBCPは十分に機能したJと答えたのは 17.4%にすぎず、「全く機能しなかったjも13.0%に上り、

BCPが機能しなかった理由は「被害が想定した規模よりはるかに大きかった」が 57.5%に上る。ま

た、経済広報センターの調査では、東日本大震災における自社の危機管理対応が「うまくし、ったJ

16.4%、「まあまあうまくいったJ41.6%を合わせて 58.0%となっている。「うまくいった理由J(フリー

アンサー)は、「意思決定者への情報集約と判断のスピードが迅速だ、ったJI震災対策本部と東北と

関東に設置したテレビ会議で情報共有できたJI迅速に緊急対策本部を設置で、きたので、指示系

統が明確で迅速に行動できたJI対策会議を一日2回行ったので、情報共有が徹底で、きた」などのコ

ミュニケーション要因の事前対策に起因しており、 「うまくし、かなかった理由」は、「経験したことのな

い規模の災害で想定外の事態が生じたJI何が大事か、どんなd情報をどう収集するか、状況把握に

時間を要したJI安否確認や対策本部の立ち上げが遅れた」などである。良好なコミュニケーション

と情報共有が危機管理のポイントだとし、うことがわかる。野村総合研究所の調査によれば、IBCP

において特に対策が必要と考える項目」は「事業所・工場との緊急連絡体制・従業員の安全確保J

など、コミュニケーションに係わる項目が46.2%を占めている。

5.被災地支援策

く要約〉

今回の東日本大震災ではICSRの本格稼働を感じた」としづ声が多く、自社の事業領域を活か

したさまざまな被災地支援が行われている。阪神淡路大震災の 1995年は「ボランティア元年Jと呼

ばれたが、さらに企業の取り組みが一歩進んだように感じられた。

具体的な支援策としては、義援金や募金集めのほか、自社製品の大量供出など物資支援、 社

員による被災地支援なども積極的に行われている。震災時、マスコミの関心事は被災関連で、は、

①「ヒト(人的被害)→②モノ(工場や生産設備の被害)→③モノ(部品調達やSCM)→④カネ(経

営や決算への影響)Jとしづ順序だが、被災地支援に関しては、①カネ(寄付)→②モノ(物資支援)

→③ヒト(社員ボランティア)Jとしづ順序が基本となっている。

被災地支援については、震災直後の切羽詰まったクライシス対応とは異なるため、ヒヤリングし

た企業だけでなく幅広の議論を行った。
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く個別事例①:義援金・物資提供・社員派遣の内容〉

被災地支援策を「義援金J1物資提供J1社員派遣jの3種類に分けたうえで、それぞれの内容を

整理しておく。

まず金銭的寄付・については、①社長の寄付、②企業としての寄付、③社員の募金、④義援金集

め、⑤売上げの一部の寄付、 の5パターンに分類される。①「社長の寄付Jは、ソフトパンクの孫社

長が個人資産 100億円を寄付することを引iVitterで発表、ファーストリテイリングの柳井社長も 10

億円を寄付するなどして話題になった。②「企業としての寄付Jは今回ヒヤリングした全ての企業が

行っており、数億円程度が日本赤十字社などを通じて寄付されている。③「社員の募金jも活発で、

企業からの義援金とは区別して情報開示されている。④「義援金集めJは流通業等での募金箱な

どである。

⑤「売上げの一部の寄付Jとして特徴的だったのは、ヤマトクγレーフ。の「宅急便1個につき 10円

の寄付」で、 4月7日付けで「被災地の生活・産業基盤の復興と再生支援へ/1宅急便1個につき

10円の寄付を決定」としづ見出しのリリースが出ている、その後、公益財団法人ヤマト福祉財団の

「東日本大震災生活・産業基盤復興再生募金」として財務省に交渉して指定寄付金の認可を受

け、 2011年 7月から 2012年6月までこの活動が実施された。害付金の助成先は岩手県 11件、

宮城県8件、福島県 12件の計 31件で、寄付金は 142億円に及ぶ。助成先の復興・再生事業の

内容は同社webサイトで、逐次報告されており、単なる寄付だけではなく全社を挙げての復興・再生

支援活動であることが伺える。

次に、 物資支援も迅速に行われ、食品企業は自社製品を大量に供出している。味の素は、おか

ゆやスープなど70万食、 1億3000万円相当を早急に提供し、 4月に入ると社員による炊き出し応

援やグループ。商品の詰め合わせの配送などを行っている。アサヒビールもアサヒ飲料の「六甲のお

し、しい水j、和光堂のベビーフードなど、クツレープを挙げて物資提供をし、テトラパックもロンク、、ライ

フ牛乳 180万個を提供した。食品以外では、 パナソニックがラジオ1万台、乾電池 3600個などを

提供しているし、 NTT東日本が無料の特設公衆電話の設置や携帯充電器の無料貸し出し、仮設

住宅への電話機無料提供等を行っているし、ベネッセはベビーウェアや鉛筆、運動用具や教材な

どを提供している。

さらに、 社員による被災地支援も積極的に行われている。パナソニックで、は暖房器具など、の電化

製品の修理依頼が例年の3倍に上り、 4月末までに全国から応援部隊として延べ 4000人以上の

社員を被災地へ派遣した。

く個別事例②:時系列で三段階の被災地支援〉

次に、 被災地支援策を時系列で分類してみた。全体に、 企業の被災地支援には三段階に分類

できる。第一は被災直後の緊急支援、第二は4月以降の復旧支援、そして第三は夏以降の復興

支援である。

第一段階の「緊急支援Jでは、着の身着のままで避難した被災者たちに一刻も早く暖かい毛布

や食事を届けることが求められた。ヤマトクツレーフ。で‘は、救援物資が倉庫に集積し、自衛隊が寸断
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された道路を復旧しながら配送しているのを見て、震災3日後、現地の社員が行政機関へ出向い

で談判し、支援物資の荷物管理と物資配送を引き受けた。最終的に復興再生支援フ。ロジェクトとし

て累計で車両 3200台、社員約 1万人が活動している。味の素、アサヒビール、キッコーマン、テト

ラパックはグノレーブ。を挙げて食品を提供、パナソニックはラジオや乾電池を提供した。

第二段階の4月以降の復旧支援は、仮設住宅への入居が始まった時期で、ある。当座の生活に

必要な物資は必要だし、落ち着かない仮生活で体調の悪化や精神的ストレスも最高潮となる。1カ

月以内の「震災関連死」は約800人に上っている。こうした状況に対応して、企業支援としては、栄

養バランスのとれた食事の提供や料理教室のほか、スポーツ教室、図書館への本の寄贈など、精

神的なケアをするためのレクリエーションの提供など、が行われ、社員ボランティアや被災地派遣が

最も活発化した。味の素では、栄養士がNPOボランティアと一緒に仮設住宅を一軒ずつ訪問して

商品詰め合わせを配ったり、料理教室や健康・栄養セミナーを聞いたりした(2011年 10月から半

年で 30回)。なお、味の素やアサヒ飲料は一連の支援策が評価されて 2011年 12月に農林水産

大臣から感謝状を贈られている。NTTは仮設住宅での電話機を無料提供し、 パナソニックは延べ

4000名以上の社員を全国から派遣して修理依頼に対応している。

そして第三段階の夏以降の復興支援は地味だが、被災者が日常生活を取り戻す上で重要な支

援であり、 1年以上にわたって地道に現地の支援やボランティアの派遣を続けている企業もある。

日本テトラパックが郷土芸能で、重要無形文化財の「雄勝法印神楽」を支援したのは印象的だ、った。

津波の被害で衣装やお面のほか、原資料が全て流されてしまったが、奈良の国宝修理の専門家

に依頼してお面を復興製作し、 2013年 2月には東京・国立劇場で公演したのである。郷土の誇り

を取り戻すことも復興には重要な要素といえる。遺児の学業支援や図書館への本の寄贈なども挙

がった。各段階で企業が自社でできることを考え、社員派遣やボ、ランティア募集など、手作りの支

援を工夫していたことが印象的だ、った。一連の支援活動は 2012年版の CSRレポートなどに写真

入りでまとめられている。

6.個別企業の社内報等から

ヒヤリング調査に伺った際、多数の資料をいただいた。その分量は積み重ねて数十センチに及

ぶ。報告書の紙面の関係上、全ての内容を書き出すことはできないが、いくつかを抜粋しておきた

い。また、 ヒヤリングの後に公式発表された内容等も若干書き加えた。

(1)ヤマトグループの社内報:rみんなで一歩前へ」
まずヒヤリングやした中で、被害が大きかったのはヤマトグループ。で、ある。11庖が全壊し、一部損壊

も入れると 70庖以上が被害を受け、車両被害は全損だけで 50台を超え、従業員の死亡も確認さ

れている。

こうした状況の中、ヤマトグ、ルーフ。ニュースレター(2011.4Vol.01)には、木川異・ヤマトホール

デインクマス社長のメッセージが「私自身が今考えていること」として掲載されている。「想像を絶する

状況の中での我々の3つの役割」として、①緊急対応的な支援者の支援、②本来のラストワンマイ
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ノレネットワークの復|目、③被災地の社会・産業インフラに対する復興支援・再生支援、を挙げている。

そして②のラストワンマイルの復旧は順調だ、ったが、①の被災者支援について、どんな物資をどこ

に配分するかというスキルがなくて救援物資が滞り、しカも燃料不足で配送車が動きlこくし1状況を

見て、「社員が自発的に現地の役場に直談判して」被災者への支援物資の配送を始めていたこと

を知り、 「社員の気持ちをサポートするべきと考えJ、救援物資を運ぶための特別チーム「救援物資

輸送協力隊」の立ち上げを指示し、車両数 200台、人員 500人規模の支援体制を組んだ、とある。

さらに③の復興支援は「民間企業の責務jだと感じて、 4月1日の社長就任挨拶で「宅急便1個に

つき 10円の寄付jのアイテ、イアを幹部社員にぶつけてみると大きな拍手が起こったとしづ。国に任

せきりで、は時間がかかるので、民間企業が立ち上がって結束しなければならないと考え、「宅急便1

個につき 10円の寄付jが実現したので、ある。

また、同ニュースレター(2011.7Vo1.2)には、執行役員・東北支社長のインタビューもあり、「自

身や家族・親族などが被災し、本来で、あれば仕事どころではなかったはずの社員が、物資を効率

的に運べるルートマッフ。をいち早く作成し、地元役場に直談判して」被災者へ救援物資輸送を始

めたことを語り、社訓の「ヤマトは我なりjを挙げ、一人ひとりの力と「協力・結束・調査Jがヤマトグル

ープ。全体の力を生み出していると語っている。『日経ビジネスJl(2011年 4月 11号pp13・15)にも

「復旧支えたドライバーのま今↑寺~ヤマト運輸の 10日間」と題した特集記事があり、本社が燃料確保

に奔走し、阪神淡路大震災より早い 10日間で配送を再開できたことや、現地のエリア社員が自衛

隊と協業して救援物資の倉庫管理から避難所配送を支援したことなどが書かれている。こうした努

力の結果が、前述したような『朝日新聞』の 3月24日付紙面となっている。

また、社内報WY:品1ATOnewsJl (2011年 5月号)でも、 「緊急特集・東日本大震災ダイジェスト

3.11 '"'-'3.31Jが8ページで組まれている。表紙は仙台営業所など東北の営業所を従業員の写真入

りで紹介している。同社では正社員とメイトさん(メーノレ便の配達担当)ら計10名以上が死亡したが、

それでも「クロネコの誇りを胸に」一日も早く荷物を届けたい、とし1う使命感で、全社が一体となった特

集記事である。3月 24日の『朝日新聞』に掲載された、瓦磯を宅急便車が走っている写真には誰

もが勇気づけられたものだ。11寺っている人がし、る/宅急便の復旧と地域復興」とし1う誌面の見出し

の通り、 「深刻な燃料不足や輸送ルートにさいなまれながらも社会的インフラとしての使命感を持ち、

順次サービス復旧に努めてきた」としづ過程や「お客様からの声J1全国の仲間からの声Jなどが詰

まった特集だ、った。復興支援フ。ロジェクトの公式スローガンは社内で、公募され「みんなで一歩前へ」

に決まったとしち。

(2)日本電信電話(NTT):インフラとしての通信回線復旧への熱意

日本電信電話(NTI)では、 Nτ寸東日本の『東日本大震災における復旧活動の軌跡、Jl(2011年

11月発行)としづA4版全40ページのカラー冊子をいただいた。

情報通信ネットワークは大切なライアラインで、あり、一刻も早く復旧することが「つなく1としづサー

ビスの使命である、という江部努・代表取締役社長のメッセージから始まる。アクセス回線が広範囲

に被災し、津波が堅固な通信ピソレを破壊し、橋や鉄道の損壊で中継伝送路も切断され、さらに広
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域・長時間の停電で、多くの通信ピノレが機能停止する中で¥f未曾有の大災害に対して、われわれ

はし、かに立ち向かったのか~震災発生後の初動活動"'Jがまとめられている。加藤正幸・本社災

害対策本部情報統括班副班長によれば、「発災直後は現地の状況をほとんど把握できない状況J

で、「これほど広範囲の停電は経験したことがありませんでした」が、グ、/レーフ。の総力を結集して作

業を進めたことが記録されている。震災当日、公共交通機関が全て止まり、携帯電話の輯鞍が起

きたため、被災地や帰宅困難者の通信確保のために公衆電話約 12.2万台を無料開放したこと、

社員が自発的に始めた「伝言預かり活動jが2700件の伝言を預かったこと、特設公衆電話が延べ

1202カ所、 3930回線設置されたこと(2011年 11月 9日時点)、安否確認のための通信手段の

確保として運用を開始した災害用伝言ダイヤル(171)は約 348万件、災害用ブPロード、バンド、伝言

板(webl71)は約 33万件の利用があったこと(2011年 8月29日時点)などが紹介されている。

またf"，応急復旧活動"'Jとしては、中継伝送路・通信ビル・アクセス回線の復旧や、仮説住宅

へのアクセス回線の新設などの状況も写真入りでまとめられており、 インフラ企業としての使命感が

漂っている。

(3)ベネッセ・富士通の社内報等:工場移転の経緯や支援活動を詳細に紹介

ベネッセグ、ノレーフ。内社内報(2011年 6月号)では全 16ページが震災特集で、グループ各社が

どのような取り組みを行ったかが紹介されている。イントラネットに掲載された「ベネッセアク、ンョン

(Benesse Action) J (ベネッセクツレーフ。の継続的な復興支援活動の総称)は45件(2011年 5月

27日時点)で、物資支援や義援金のほか、小中学生への応援メッセージ、被災者への教材費減

免、玩具や教材の提供、クソレーフ。ホーム入居者への電池式ライト配布など、内容は多岐にわたる。

同社内報(2012年3月号)でも全20ページで「忘れてはし、けない~被災地の現状とベネッセグル

ープ支援活動について"'Jを特集している。教育支援としての「こどもの未来応援プロジェクト」の

ほか、 「ベネツセ基金」やボボ、ランテイア活動ツア一の支援内容が現場の写写a真入りで

グ/ルレ一フ。内の一体感醸成に貢献している。

富士通の社内報(2011年6月号Vo1.559)でも「東日本大震災からの復興Jが特集記事となって

おり、全 24ページ中 13ページが割かれている。山本正巳・代表取締役社長のメッセージには

fICT企業が現地に直接足を運ぶことは大変珍しいと言われますが、富士通クツレープで、は、災害

支援特別チームを組織して現地に派遣して、現場のお客様目線で、実際にお客様に役立つかたち

でお手伝いをさせて頂いています」とある。

特に同グループでは、福島県伊達市にある富士通アイソテツクのパソコン・サーバ工場が被災し

て福島へ移転しており、特集のトッフ。で、取り上げられている。3月1日に 100万台出荷達成記念式

典を行い、工場全体が達成感で溢れていた矢先の被災で、当日は約1000名の社員が生産ライン

で作業していたが、パソコン 500台が落下、天井のダクトも落下としづ被害の中、負傷者は出なか

った。安全を確認するまで社員は自宅待機となったが、自発的に社員が集まってきたこと、操業を

止めないために事前 BCM(事業継続マネジメント)で島根富士通へ生産切り替えを計画していた

ところ、模擬訓練の前に本番が来たこと、 3月28日にパソコンの量産を開始したときの喜び、などが
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紹介されている(注J 日経ビジネス~2011 年5月 16 日号には r 3月 23 日に島根工場で生産開始J

とあるが、社内報通りであれば「量産開始」は28日だったと考えられる)。また、 「富士通グツレーフ。被

災状況・支援状況Jの地図を見ると、東北地方から北関東にかけて、多数の富士通の拠点があるこ

とがわかるが、特に混乱もなく復旧できたのは、 BCPを始めとした富士通の組織力の強さだろう。

東日本営業本部福島支社長のインタビュー記事によると、原発で2度目の火災後、従業員を自

宅待機にしたときに「災害特別休暇Jで制度的な後押しがあり、すぐに人事部の人が福島に来て

「避難マニュアノレ」を作ってくれたとし、う。「再び地震発生や原発リスクが変化した場合にどう行動す

べきか。緊急避難時の従業員、家族の受入先jなども決まり、救援物資が次々と届き、全社的にス

ヒ。ーデ、ィな対応がで、き、「富士通の組織力の強さを改めて感じましたJとある。また同紙では社員食

堂を運営するグループ。企業の代表として、阿加多繁樹・富士通リフレ代表取締役社長も「富士通グ

ノレーフ。全体の協力や支援、連携は本当に素晴らしかった。有事の際に富士通グループ。内に食事

を提供できる仕組みの有無は、会社と社員の生命線を守れるかどうかに直結しますJと語っている。

グループ。全体への迅速なクライシス対応が功を奏したといえよう。

また、富士ゼロックス人事本部の『東日本大震災レビュー~(2011年9月)にも、「被災地の4販社

は日頃の訓練により数名を除きスムースな安否確認ができたJr被災地販社からの勤怠に関する問

い合わせに集中体制で対応Jと平時の組織力を感じさせる表記があり、また原発問題に係わる受

入対応についてもrFX(筆者注:富士通ゼ、ロックス)福島の社員約 30家族が緊急避難Jr塚原・関

西研修所を中心に、 800名超の避難社員と家族の受入を準備Jなど、 rAll-FXJ (筆者注:富士通

ゼロックス全体)で従業員を支援するとしづ手厚い組織体制が感じられ、 同社の強みとなっているこ

とがわかる。

このほかパナソニックも社内報6月号で19ページの震災特集を組んでいる。また、味の素のイン

トラネット (2011 年 8 月 ~ 11 月)には、被災地からの感謝の手紙やメッセージが掲載されており、現

地の声を聞き、「地域に寄り添って食事の栄養バランスをサポートするJという姿勢は重要だと感じ

た。

(4)株主総会資料:特損の報告/防災教育:被害を語り伝えるための冊子作成

株主総会での発表資料を見せていただいた企業もある。3月決算の企業の株主総会は、 6月下

旬頃、震災直後の混乱が落ち着いた頃に聞かれたため、どの企業も一斉に被災状況と被害総額、

義援金や支援内容などが報告されている。

例えば富士通では、株主総会(2011年6月23日)で、富士通グノレーフ。の被害状況を図示し、福

島工場の建物や生産ラインへの被害を写真で見せながら、事業継続計画に従って、 10日間で生

産ラインを島根工場へ一時移管したこと、4月20日までに全工場が 100%復旧して通常操業中で

あることを説明している。また被災地支援として、個人客には富士通製品の特別引取修理サービス

を実施していること、法人客には被災地へ延べ 1500人の保守サポート要員を派遣していること社

会支援として、避難所にインターネット用パソコン2000台を無償提供していること、被災者支援クラ

ウドサービスを無償提供していること、義援金はグループ。全体で、2億円超、役員・従業員から1億円
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超で、ほかに飲食料品や乾電池、懐中電灯などを支援していることを紹介している。

味の素でも、株主総会(2011年 6月 29日)で、東日本大震災の被害と特別損失、 一時停止し

ていた生産と販売の再開、被災地への支援内容と義援金のほか、「味の素グループ東日本応援隊j

の取り組みなどを報告していた。当日に使用したパワ一ポイントを見せていただし、たが、社員が炊

き出しゃ料理提供をしている生き生きとした写真が多数紹介されており、全社を挙げての CSR精

神が伝わってくる。支援物資を送るだけでなく、社員が一人ひとり詰め合わせキットを作って一軒ず

つ宅配する、とし、うのはかなり手厚い支援品、える。

また、日本テトラパックで、は、大船渡ユネスコ協会の発行する『津波はいつかまた来る~その日

のためにJ](2012年 2月発行)としづ A4版全 100ページのカラー冊子をいただいた。テトラパック

の支援で発行された冊子である。第1部は津波の被害と惨状を伝える写真集、第2部は助かった

人たちの体験談、第3部は津波防災教育と実践校の活動などが紹介されている。体験談は「お父

さんを返してJ(小学校3年)、「昔の人の教えJ(86歳)、「ただひたすら逃げましたJ(51歳)、「泳ご

う、と車から脱出してJ(中学校1年)など、リアノレで、凄惨な体験が文章で、綴られている。この体験を

書き残して今後の防災教育に活かしてしてのが目的である。

7.まとめ

未曾有の大震災時にどのような情報行動をとったかをヒヤリング、してきで、企業のクライシス対応

について感じるのは、以下の3つである。第一に、緊急時の企業行動は平時の組織文化が反映さ

れること、第二に、今回の震災で、緊急時のコミュニケーションの重要性が再認識されたこと、第三に、

東北地域から首都圏が被災地となったため、西日本や海外などの意識差や温度差があり、全社の

情報共有には社内広報が不可欠であること、である。

(1 )緊急時の企業行動は平時の組織文化に反映されること

第一は、緊急時の企業行動は平時の組織文化が反映されることである。各企業の判断基準に

共通性はあるものの、現実の行動パターンは各企業の企業文化や組織風土に支えられており、そ

の企業文化と密接に関係している。大きく分ければ、①現場重視型(即断即決重視型)、②本部掌

握型(事前のBCP重視)、 ③ク守ルーフ。協力型、④トッフ。ダウン型で、あり、緊急対策本部の態勢や従

業員への連絡方法、支援策の決定プロセスなどに、各社の組織文化が如実に反映されている。人

間は緊急時に本性が出るとしづが、企業も同じで、平時の意思決定プロセスや何を優先するかとし1

う企業姿勢が各社で、違っており、し、ずれも各社にあった方法として正解だ、ったと感じられる。企業

行動と組織文化の関係を実感した。

まず、「①現場重視型」の典型はヤマトグノレープ9で‘ある。ヒヤリング時の説明によれば、そもそも

創業者の小倉康臣氏が創業当時から社会貢献に対する高い意識を持っていたし、宅急便の創始

者である二代目の昌男氏は「全員経営」の経営精神で著書もあるほど有名であり、社訓「ヤマトや

我なり、運送行為は委託者の意思の延長と知るべし、思想を堅実に礼節を重んずべし」は現在も

毎朝、全国の事業所で唱和されているとし、う。平時から現場重視でエリア社員の意見を吸い上げ
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る組織文化があり、現場からのアイディアでスキー宅急便やゴルフ宅急便のシステムが生まれたこ

とは、マーケティング業界で、は有名だ。

今回のヒヤリングで社員向けの研修ビデオを見せていただいたが、荷物の配達は心の配達であ

るとしづ精神が感じられるようなエピソードを集めてあり、現場の配達員の臨機応変な対応による顧

客の感謝の顔や言葉を見ていると、涙が出るほど感動する。顧客ニーズを重視して、多少の例外

的な付加サービスは現場の裁量だと認めているからこそ生まれる感動である。そしてこうした日常

からの精神と地元の人々とのつながりがあったからこそ、震災時に被災地の支援物資の倉庫管理・

配送先リストの整理・運送業務などがスムースに行われたのだろうと納得してしまう。

また、緊急対策本部の本部長が社長で、副本部長が組合委員長というのも同社の特徴だった。

これも平時から小倉前社長が「痛し、ところを痛いと言えるのは組合だけ」と明言して労使協調路線

をとり、野球大会や安全訓練なども労使共催で行ってきたことの反映で、あろう。震災時は春闘に向

けての団交中で、主要経営陣が揃っていたため、即座にその会議室が対策本部になった、とし、う

のも象徴的なエヒ。ソードである。

次に、「②本部掌握型」だと感じたのは東レと富士通である。富士通では、地震当日の帰宅指示

も事業所の裁量で、はなく本社の指示待ちだ、った。アサヒビーノレが地震直後に「帰れる人間は帰るJ

という方針で館内放送を何度も行い、就業時間内でも帰宅を勧めたのと対照的である。その代わり、

事前の震災訓練でfOOがで、きなくなった場合Jなどのシミュレーションを万全に繰り返したので、

社内の緊急問い合わせにも3""""4時間で返答がくる習慣ができており、被害状況等の情報が迅速

に集結したため、対応策も早く打ち出せた。海外メディアからの問い合わせにもスムースに答えら

れたという。

NTTグループ。は、「③グループ。協力型J~v ¥えよう。公共インフラを担うとしづ立場から、本部によ
る情報の一元化が徹底している点では本部主導だが、全社で 22万人としづ組織の大きさのせい

か、持株会社による分社化が徹底しており、それぞれの協力体制ができていた。NTT東日本は通

信ラインの復旧、 NTTドコモは携帯電波の復旧、日本電信電話(NTTグループ。の持株会社)は行

政への報告、など業務であり、節目の記者会見は、日本電信電話(NTT)、NTT東日本、 NTTド

コモとしづ3社の社長が揃って並ぶ合同記者会見となっている。ちなみにベネッセ、ヤマトは持株会

社だが、記者発表で、クツレーフ。企業の社長が並ぶことはなかった。

また、「④トッフ。ダウン型Jは、ソフトパンクの孫社長やユニクロの柳井社長の個人資産寄付のニ

ュースが典型であり、平時の意思決定プロセスが危機発生時にも反映されている。今回、ヒヤリング

した中では、日本テトラパックで、アマール・ザヒット社長が本社からの全権委任を受けてクライ、ンスマ

ネジメント対応を行っていた。当時、原発事故の懸念から外資系企業のトップ。は次々と母国へ帰国

していったが、社長が残留して指示を出すことでほかの社員も落ち着いて行動することができたと

いう。前述の伝統芸能の復興支援についても、本国のオーナーから資金提供の連絡があり、「顔の

見える支援をしたしリとしづ要望があったため、日本赤十字に委託するだけでなく、郷土の誇りを取

り戻すための復興支援になったのである。
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(2)緊急時のコミュニケーションの重要性が再認識されたこと

第二に、今回の震災で、緊急時のコミュニケーションの重要性が再認識されたことで、ある。今回の

震災で‘は多数の企業で「マニュアノレにない問い合わせが殺到した」としづ話が出た。特に最も苦労

した点として各社が声を揃えたのは、防災マニュアルで、は地震が大津波や原発問題を伴って発生

するとは想定されていなかったことだ。放射能による立ち入りの可否や計画停電の有無の判断にも

苦慮した。被災地用の新しい顧客対応マニュアルを作成した企業もある。原発事故により、諸外国

で日本製品取引拒否などの事態も発生していた。しかし、被害が甚大だ、った企業も数カ月後には

通常業務に戻っているのは、前述のように BCP(事業継続計画)が機能したからである。これまで

危機管理としてのBCPは生産管理や製品流通の継続が中心課題だ、ったが、震災後は安否確認

や被災状況の確認のためにも通信網の見直しゃコミュニケーションが不可欠で、あることが強調され

ている。

今回の震災では情報インフラの重要性も再認識された。ネットコミュニケーション全盛の時代に

おいて、携帯電話の通じない状態、停電が続いてインターネットが見られない状態、とし、うのを初め

て経験したことになる。そんな状況下で、社員の安否確認メールが機能しなかったり、停電と道路

の寸断で、被害状況が杷握で、きなかったり、情報把握の数時間の遅れは対応策の遅れにつながる。

また社外への情報発信においても、ステークホノレダーに何を伝えるかによって企業プFランドの信頼

度を左右するわけであり、社内外の情報収集と社会的な情報発信としづコミュニケーション対応が

明暗を分けたといえる。震災後に見直されたBCPでは、社内情報の一元管理と社員の情報共有

の中継機能を持つこと、社会的責任や流通現場での影響に配慮した'情報開示が必要であること、

などのコミュニケーション要素が強調されている。

(3)西日本や海外などの意識差を埋めるには全社的な社内広報が不可欠であること

第三に、被災地と非被災地の意識差があり、全社の情報共有には社内広報が不可欠であること

である。東北地域では余震が長引き、 1カ月余の停電・断水が続き、入浴もできない日々が続いた。

首都圏でも飲料や食品が不足し、繁華街の不オンは節電のため一斉に消えた。スーパーやコンビ

ニの売り場の棚はガラガラに空き、特に水や茶などの飲料は「お一人様1個限りJと限定しても入荷

後瞬時に売り切れた。ガソリンは給油できず、計画停電の地域と時聞が毎日発表になる。余震の

不安も強く、新製品発表会や歓送迎会などのイベントは軒並み中止となり、卒業式・入学式は、ほ

とんどの学校で中止になった。原発事故の進捗状況が懸念され、外資系企業の従業員たちが

次々とチャーター便で、帰国し、枝野官房長官が「ただちに健康に影響はなしリと繰り返しても、海

外経由の悪い情報が次々とネットに溢れてくる。新聞も毎日が震災ニュースで埋め尽くされ、テレ

ビ番組も震災関連のニュースばかりで、CMすら全てがAC(公共広告機構)に切り替わって気分転

換にならない。 東北地方の製紙会社が被災した影響で雑誌の定期発行さえ危ぶまれた。

それでも西日本では平時の消費生活が続いていたため、物流の混乱に対して理解を得られず、

取引先から「なぜ被災地に支援物資を送れるのにうちへの納品が遅れるのかJと強し、問い合わせ

があったという。従業員の危機感についても「東西の温度差があったJとしづ企業もあり、同じ情報を
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社内に発信しているのに反応が真逆であることもあり、正しく伝えるために情報内容や表現の妥当

性を細部にわたって吟味したとしづ。

海外からの視線も厳しく、福井県からの出荷品を「福jがつくから福島だと誤解されて受取拒否さ

れたこともあるとし1う。原発事故については園内より海外の方が深刻な情報が強く伝えられていた

だけに、海外勤務者の不安感は強かったようだ。海外の従業員も同じ認識を共有し、社外から「日

本はどうなっているか」と聞かれたときに一人ひとりが広報パ-'_)ンとなって答えられるような情報提

供を心がけるとし1うのは重要な広報策だと感じた。

つまり、国内全域や海外の従業員と情報を共有するためには、全社を挙げて意識的な社内広

報対応をすることが重要となる、コミュニケーション戦略の中核部分とし、える。緊急時は全社が一丸

となるべき非常時なのに、東西と国内外の意識差は縮小すべきで、あり、そのためには社内の情報

共有が不可欠とし、えよう。

以上が震災時のクライシス対応についての本研究会で、行った分析の要約で、ある。毎回、活発な

議論が重ねられ、各担当者がレジュメを持ち寄って発表した内容の全てが収録で、きたわけで、はな

いが、クライシス発生時のコーポレート・コミュニケーションについて、示唆に富んだ研究ができたと

考えている。個別企業の事例については、第2部に収録している。

研究プロジェクト主査・駒橋恵子(東京経済大学)
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